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1 はじめに 椎葉ら [1] は、従来の中間流・表面流

統合型 kinematic wave モデルに圃場容水量の概念を

導入することによって、洪水時を対象とするだけで

はなく、低水時の流出計算も可能とする流出モデル

を構築した。しかし、この流出モデルは、計算に非

常に多大な時間を要するという問題点があり、最終

的な目的である河川流域全体の長期的な流況評価に

は至っていないのが実状である。そこで本研究では、

実際の流出現象をより反映し、かつ実用に耐えうる

流出モデルを構築すべく、市川ら [3]が展開した集中

化手法を用いて、圃場容水量を考慮した表面流・中間

流統合型 kinematic wave モデルの流量流積関係式を

集中化する。

2 集中化手法

2.1 基本的な考え方 集中化手法の基本的な考え

方は、市川ら [2, 3]と同様である。すなわち、対象と

する山腹斜面系を、矩形の斜面素片の集合体として

モデル化し、その数値地形モデルから得られる地形

量を用いて、流量及び通水断面積の空間分布を定常

状態のそれで近似する。次に通水断面積を空間的に

積分することにより、対象とする山腹斜面系におけ

る貯留量を求め、貯留量と流出量の集中化された関

係を離散的に求める。離散値の間は、線形補間で内

挿する。そしてこの離散的な貯留量-流出量関係と連

続式を組み合わせて流出計算を行なう。

2.2 貯留量の算出 流量流積関係式が次式で与え

られているとする。

q(x, t) = g(h(x, t)), h(x, t) = f (q(x, t)) (1)

ただし、q(x, t): 単位幅流量, h(x, t): 水量である。こ

のとき斜面素片 i の貯留量 si は次式で表される。

si = w/r

∫ q(L)

q(0)

f(q)dq = w/r[F (q(L))− F (q(0))] (2)

ここで dF/dq = f である。図 1 は f , g, F の関係を表

している。f(q)が q で陽に表され、かつ解析的に積分

可能であれば F は容易に計算できるが、一般には流
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図 1 f , g, Fの関係

量が水量の関数として与えられていることが多いた

め、F も f(q) を解析的に積分して求めることができ

ない。そこで、F (q(x)) を次のようにして計算する。

F (q(x)) = q(x)h(x)−
∫ h(x)

0

g(h)dh (3)

斜面素片 i の貯留量 si は以下の手順で求める。

1. ある降水強度 r を仮定し、斜面素片上流端及び

下流端の単位幅流量 q(0), q(L) を計算する。

2. 式 (1) を用いて q(0), q(L) に対応する水量 h(0),

h(L) を数値的に計算する。

3. 式 (3) を用いて F (q(0)), F (q(L)) を求める。

4. 式 (2) を用いて si を求める。

このとき対象とする山腹斜面系全体の貯留量 S と斜

面系からの流出量 O は次式で表される。

S =
n∑

i=1

si, O = r

n∑
i=1

Ai (4)

ただし、n: 斜面素片数, Ai: 斜面素片 iの面積である。

この手順を降水強度 r を変えて繰り返し、様々な降

水強度に対応する S と O の関係を求め、その S と O

の離散的な関係を運動方程式として流出計算を行な

う。離散値の間は線形補間で内挿する。

2.3 圃場容水量を考慮した流量流積関係式の集中化

圃場容水量を導入した表面流・中間流統合型 kinematic

wave モデルの基礎式を以下に示す。

∂h

∂t
+

∂q

∂x
= r (5)
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図 2 大戸川流域での計算結果
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図 3 世木ダム地点での計算結果
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図 4 亀岡地点での計算結果

q =

{
ahf (0 ≤ hf < d)
α(hf − d)m + ahf (hf ≥ d)

(6)

h =




hf + hc

{
1−

(
d−hf

d

)N
}1/N

(0 ≤ hf < d)

hf + hc (hf ≥ d)
(7)

ただし、hf : 自由水分量 [m], α =
√
sin θ/n, m: 定数

[-] (> 1), a(= k sin θ/γ): 地中水実質流速 [m/sec], γ:

A 層空隙率 [-], d: A 層の空隙部分の深さ [m], D:

A 層厚 [m], γe: 有効空隙率 [-], γc: 圃場容水量 [-],

N : パラメタ [-] (> 1) である。ここで γe = γ − γc,

d = γeD, hc = γcD である。

式 (6), (7) で与えられる流量流積関係式から式 (3)

の F (q(x)) を計算する。式 (3) の右辺第 2 項は、変数

を変換して、
∫ hf (x)

0
g(hf) · dh

dhf
· dhf と書くことができ

る。この項を A層が不飽和の場合と飽和の場合で区

別して計算し、F (q(x))を求めると以下の式を得る。

(i)不飽和の場合 (0 ≤ hf < d)

F (q(x)) =
1
2
ah2

f + ahc
d

N
· B1−cN

(
1
N
+ 1,

1
N

)
(8)

(ii)飽和の場合 (hf ≥ d)

F (q(x)) = q(hf(x) + hc)− adhc

+ahc
d

N
· B

(
1
N
+ 1,

1
N

)

− α

m+ 1
(hf (x)− d)m+1 − 1

2
ahf(x)2 (9)

以降 2.2 で示した手法で S と O の関係を求める。

3 適用と考察 本研究で導出した集中化モデルを

淀川水系大戸川流域（162 km2）に適用した結果を図

2 に示す。使用した降水量および流量データは、1990

年 9月 19日から 21日にかけて得られたものである。

比較のため、分布型モデルによる計算結果もあわせ

て示している。図 2 をみると、モデルによる計算流

量と観測流量は、ピーク時に若干の差は認められる

ものの、全体的にはよく一致している。

図 3, 4 は集中化モデルを淀川水系桂川流域に適用

した結果を示したものである。図 3 は世木ダム地点

（278 km2）での計算結果、図 4 は亀岡地点（711 km2）

での計算結果である。計算期間は 1989年 9 月 2日か

ら 5日である。これらの図をみると、降雨開始直後と

降雨終了直後において、集中化モデルの計算流量と

分布型モデルの計算流量の差が大きくなっている。集

中化モデルでは、定常状態における貯留量 – 流出量

関係を用いており、降雨開始直後や降雨終了直後の

ような非定常性の強い時間帯に計算誤差が大きくな

るものと考えられる。無降雨時のような比較的定常

な時間帯には、集中化モデルの計算結果、分布型モ

デルの計算結果、観測値の三者はよく一致している。

4 結論 本研究では、圃場容水量を考慮した流量

流積関係式を集中化する手法を展開し、新たな集中

化モデルを構築した。本モデルを用いて降雨時の流

出計算を行なったところ、おおむね良好な結果が得

られたが、降雨開始直後ならびに降雨終了直後に計

算誤差が大きくなることが明らかとなった。また現在

のモデルでは、地下水流出機構や無降雨時の地表面

からの蒸発、植生からの蒸発散の機構がモデルに組

み込まれていないため、長期的な流出シミュレーショ

ンを行なうことができない。今後は、非定常性の強

い時間帯における計算精度の向上、地下水流出・蒸発

散機構の導入を課題として研究を進める。
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